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1. はじめに

近年，中国では，市場経済の急成長と共に，

会計分野において国際会計基準の導入が着実に

行われてきた。 1993年から2001年にかけて，企

業会計の基本基準と16の個別基準1)が正式に公

表された。これらの会計基準は，中国版の IAS

として，一般企業あるいは上場企業に適用され

ている。 2002年，中国の世界貿易機構 (WTO)

加盟で会計基準の国際的調和化が加速され，企

1) 個別会計基準の施行状況について，拙稿「中国

におけるディスクロージャー制度の枠組み一一一有
価証券の流通市場開示規定を中心に一一一Jr龍谷
大学経営学論集J龍谷大学経営学会，第41巻第
3・4号， 2002年3月， 72頁ー75頁を参照。

王 目
立

業会計情報公開の適時性と真実性がさらに求め

られるようになった。 1990年に中国の証券取引

所が再開され， 2002年現在上場企業は1，157社

に達している。この間 証券市場の秩序を保つ

ために，会計基準や証券法規の整備が続けられ

ている。中国の企業会計制度における整備活動

は，会計情報の開示にかかわる基準にまで広

がっている。現在の上場企業の情報開示は，企

業会計基準・規定および中国証券監督管理委員

会(以下，中国証監会と称す)が公布する通達

に基づいて行われなければならない。中国にお

けるディスクロージャー制度は整備途中にもか

かわらず， 2002年1月1日より，上場企業は企

業会計基準と関連通達規定に基づいて，年次，

半期および四半期報告の開示が義務づけられた。

中国における上場企業の情報開示の現状を紹

介するため，本稿では，最近導入された四半期

報告制度に焦点を当て，公開された上場企業の

四半期報告書を事例として用いながら，四半期

報告にかかわる会計基準と関連規定を検討する臼

換言すれば，上場企業が公開する四半期報告書

の構成とその内容はどのような会計基準および

規定に準拠して行われているかを検証してみる o

II. 中間財務報告の会計基準と関連規定

上海および深淵の証券取引所に上場する中国

企業1，154社の内， 2001年12月期決算で，赤字

に転落した企業は過去最高の114社に達した2)。

このような赤字上場企業の急増を背景に，上場

2) 2001年12月期決算で 上場企業1，154のうち114
社(全体の9.9%，前年より24社増加)に達した
(日本経済新聞， 2002年3月5日)。
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企業の情報開示に対する規制がさらに強化され

るようになった。 2002年1月1日より，すべて

の上場企業に四半期の会計情報開示制度が導入

された。以下では，四半期会計情報の開示事例

を検討するにあたって，まず，四半期報告にか

かわる会計基準と特別規定を紹介する。

1.個別会計基準一一「中間財務報告」

2001年1月1日より，中国の国内一般企業は

新しい「企業会計規定j(原語:企業会計制度，

財会 [2000]25号， 2000年12月29日公布)が適

用されることとなった。翌年，外資系企業の会

計活動に対応するために導入されていた「外資

系企業会計規定j((92)財会字第33号， 1992年

6月24日公布)が廃止された。その代わりに，

2002年1月1日より，外資系企業は中国国内一

般企業と同様に新「企業会計規定」に準拠して

会計処理を行うようになった。その結果，中国

におけるピラミッド型企業会計規範の最下位に

ある「外資系企業会計規定」・「株式会社会計規

定」は新しい「企業会計規定」に置き換えられ

たのである。これによって，中国のピラミッド

型企業会計規範は最上位の『会計法』を頂点に

「企業会計基準j，i個別会計基準j，i企業会計
規定」等の困層から構成されることとなった。

これから紹介する「中間財務報告jは個別会計

基準の一つである。

中国財政部は2001年11月2日に，個別会計基

準-i中間財務報告j[原語:企業会計準則一
中期財務報告，以下，基準書と称す]の公布に

関する省令(財会 [2001]54号)を公表した口

この省令によれば，基準書は社会主義市場経済

の発展に対応し，企業における中間財務報告の

内容と適用すべき認識および測定の原則を定め，

会計情報の信頼性を向上させることを目的とし

ている。上場企業を対象に， 2002年1月1日以

後に開始する会計期間から適用される。この基

準書は序説，定義，重要性，中間財務報告書の

内容，認識および測定，会計見積りの使用，中

開会計方針変更の処理，経過措置，付則に分け

て，合計17項目から構成されている。基準書の

主な内容は下記の通りである。

(1) 中間財務報告書の定義と財務諸表の最小

限の構成要素

中開会計期間とは， 1会計年度全体より短い

財務報告期間をいい，中間財務報告書とは，中

間会計期間について作成された財務報告書をい

う(第 2項)。従って，中間財務報告書は一般

的には半期財務報告書と四半期財務報告書と理

解される。これらの報告書には，最小限，貸借

対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算

書，財務諸表注記を含まなければならない(第

4項)。

基準書に規定された中間財務報告書の定義と

最小限の構成要素は国際会計基準 (IAS34号)，

米国会計基準 (SECのRegulationS-X 10-01) 

に定められたものとほぼ共通している。

(2) 比較財務諸表の範囲

中間財務報告書には，下記の比較財務諸表を

含まなければならない(第 7項): 

① 当該中間会計期間末日の貸借対照表と直

近の会計年度末日の貸借対照表。

② 当該中間期間の損益計算書，当該会計年

度の年初から中開会計期間末までの損益計

算書，並びに直近会計年度の対応する中間

会計期間の比較損益計算書。

③ 当該会計年度の年初から中開会計期間ま

でのキャッシュ・フロー計算書と直近会計

年度の対応する中開会計期間にかかる比較

キャッシユ・フロー計算書。

これらの基準によれば，キャッシュ・フロー

計算書あるいは比較キャッシュ・フロー計算書

が四半期報告書に掲載されるはずだが， 2002年

4月から開示された第 1四半期報告書には，

キャッシュ・フロー計算書と比較キャッシュ・

フロー計算書を掲載した例は見当たらない。

(3) 重要性原則

基準書の第3項には，重要性原則が定められ

ている。すなわち，企業は，中間財務報告書に

含まれる財務諸表の各項目を認識，測定，開示

するにあたって，重要性原則に準拠しなければ

ならない。項目の重要性(の有無)を判断する
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には，見積もった年次財務データではなく，中

開会計期間の財務データに準拠しなければなら

ない。しかも，中間会計期間の会計測定は，年

次財務データの測定に比べより広範囲にわたっ

て見積もりに依存する場合がある。公表された

中間財務報告書には，企業の中開会計期間末の

財政状態と経営成績並びにキャッシュ・フロー

を理解できるような関連情報が含まれているこ

とを，企業が保証しなければならない。

(4) 認識および測定の原則

国際会計基準(IAS34号)と同じように，

中間財務諸表には年次財務諸表に適用されるの

と同ーの会計方針を適用することを定めている。

もし，直近の貸借対照表日後に会計方針の変更

があり，その会計方針を当該会計年度に適用す

ることになった場合には 中間財務諸表にもそ

の変更された会計方針が適用される(第10項)。

中間会計期間の測定は，年初から中開会計期

間末までを基準として行われる。もし，当該会

計年度内に，中間会計期間に会計見積りの変更

が生じた場合には 会計見積りの変更によって

変わった金額を反映しなければならない(第11

項)。

季節的，循環的あるいは臨時に収受される収

主主については，会計年度末にしかできない見越

しあるいは繰延べを除いて，それらの収受され

る収益が発生する際に認識と測定をしなければ

ならない，中間財務諸表では，見越計上あるい

は繰延処理をしてはならない(第12項)。

会計年度中に不均等に発生する費用に対して，

会計年度末にしかできない見越しあるいは繰延

べを除いて，それら費用が，発生する際に認識

と測定をしなければならない。中間財務諸表で

は，見越計上あるいは繰延処理をしてはならな

い(第13項)口

2.株式公開会社情報開示作成規則第13号一一

f四半期報告の内容と様式に関する特別規定J

中国の上場企業の情報開示は『会社法J. r証
券法Jおよび会計関連法規に従って行われてい
る。特に，開示される財務報告書を作成する場

合には，中国証監会から公布される各種の特別

規定が重要かっ不可欠な指針となっている 0

2001年4月6日，中国証監会は，株式公開会社

情報開示作成規則第13号一一「四半期報告の内

容と様式に関する特別規定jの公布に関する通

達(証監発 [2001J55号)を公表した。この通

達によれば.r四半期報告の内容と様式に関す
る特別規定J(以下，特別規定と称、す)は，上
場企業における情報開示の適時性と真実性を強

化し，上場企業の開示レベルを向上させるため

に制定されている。四半期報告の開示は，まず，

上場企業を対象に， 2001年の第 l四半期からの

早期適用が推奨された。 2002年の第 1四半期よ

り，四半期財務報告書の作成・開示をすべての

上場企業に義務づけたo 2002年6月現在，中国

の上場企業における四半期報告の開示は上述し

た基準書と特別規定に準拠し行われている。こ

の特別規定は12項から構成されているが，以下，

その概要を簡単に紹介しておくつ

(1) 目的と根拠

上場企業の2001年度決算結果から，赤字上場

企業の数はk場企業全体の10拓を占めることが

明らかになった。このような事情を背景に，中

国国内の証券取引所に上場した株式公開会社の

情報開示行為を定め，投資者の合法的権益を保

護するため，中国証監会は f中華人民共和国会

社法Jと『中華人民共和国証券法J等の法律お
よび関連法規に準拠して特別規定を制定した

(第 1項)。

この規定の中では，四半期報告は中間報告の

一種であることが明記されている。既存の中間

報告に関する内容と様式基準3)が簡略化・修正

され，当該規定と共に 四半期報告書の作成に

適用される(第 2項)。

3) r株式公開会社情報開示内容と様式基準J第
3号「中間報告書の内容と様式」は1993年6月23

日に試行された。しかし.2002年6月22日に第3

号「中間報告書の内容と様式J(2000年改訂版)
が廃止され，新たに「株式公開会社情報開示内容

と様式基準第 3号一 半期報告jが公布・発効し

た。
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(2) 開示期限・方式と監査・提出先

特別規定では，四半期報告書を会計年度の第

1四半期と第3四半期終了後30日以内に作成し

なければならないと定めている。財務データの

金額単位は人民券千元あるいは万元とするが，

第1四半期財務報告書は前会計年度の年次財務

報告書より早く開示することはできない。作成

された四半期財務報告書は，中国証監会が指定

する新聞とホームページに掲載および公開しな

ければならない(第4項)。

四半期報告書については 中国証監会あるい

は証券取引所による特別な規定・要請がなけれ

ば， (公認会計士の)監査を受ける必要はない

(第6項)。会社は，四半期財務報告書を開示後

10日以内に，当該財務報告書2部および添付書

類を上場した証券取引所と会社所在地の中国証

監会の支局に提出しなければならない(第5項)。

(3) 主な開示内容

四半期財務報告書の財務資料として，完全な

財務諸表を開示することは要求されていないが，

要約連結損益計算書と要約連結貸借対照表を含

まなければならない(第 7項)。それから，会

社の報告期間内の経営成績および期末の財政状

態を簡潔に分析，説明することが要求されてい

る(第8項)。四半期財務報告書を作成する際に

損益計算書と貸借対照表を添付する(第10項)。

(4) 解釈者の指定

当特別規定の解釈は中国証監会が行う(第12

項)。

このように，中国では 上場企業の四半期報

告の会計規定について， r会計法J，r会社法J，
『証券法』の中で何も設けておらず，個別会計

基準および通達などの特別規定によって，四半

期報告開示に強制力を付与している。

一方，米国の場合には， 1934年に証券取引所

法規則第13条件)項および第15条(d)項により，四

半期報告書の開示規定が明文化され，法律を根

拠とした規定に基づいて四半期開示が行われて

いる。日本の場合，証券取引法には四半期開示

の規定は存在せず，東京証券取引所，大阪証券

取引所，日本証券業協会などの各市場の個別指

針に基づいて，四半期開示が行われているのが

実態である4)D

ill. 四半期報告の開示例

これまで，四半期報告開示に関する重要な個

別会計規定と関連通達を簡単に紹介し，上場企

業の四半期報告の開示はこれらの規定に従って

行なわれていることを明らかにした。しかし，

四半期開示にかかわる上記の個別会計基準と特

別規定は，異なる立場・異なる機関によって設

定されたため，開示内容の一貫性あるいは統一

性に欠ける面がある。

四半期報告開示の実態を詳しく捉えるために，

以下では， <上海港集装箱株式会社 2002年度

第 1四半期報告書>(資料として巻末に添付)

を用いて，関連規定の適用状況と問題点を検討

してみる。

中国では，上場企業に対して任意での四半期

開示を初めて推奨したのは2001年4月のことで

あった。当初，上海証券取引所に上場している

上海港集装箱株式会社 ShanghaiPort Con-

tainer Co.， Ltd. (以下， s社と称す)は，中国
証券市場における初めての四半期財務報告書を

作成・開示した。 s社は下記の図表 1に示すよ
うに2002年に入るまでに，任意で 2回の四半期

報告 (2001年度)を行っている。 2002年4月27

日に， s社は2002年度第 1四半期報告書を中国
証券監督管理委員会のホームページ(担皿どL
wwW.sse.com.cr1)にて開示したD

中国の上場企業では，四半期財務報告書の文

頭に「重要事項」が掲記されている。 s社も例
外ではなく，第 1四半期報告書には，本文に入

る前に， I重要事項」の掲示があった。この重
要事項では，会社の四半期財務報告書について

監査を受ける必要はないため(特別規定，第6

項)，報告書の真実性を会社自身が責任をもっ

て保証することを表明している。アメリカの場

4) 太田達也『東証マザーズ，ナスダック・ジャパ

ン，庖頭登録市場における四半期開示の実務J中
央経済社，平成12年， 179頁。
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図表 1 2001年4月 2002年月 4月S社の開示

報告種類 会計期間 報告日付

2001年度第l四半期報告 i月1日 3月31日 2001年4月23日

2001年度半期報告 1月1日-6月30日 2001年8月1日
...ー・・・・ a・・ー‘・・

2001年度第3四半期報告 7月1日-9月30日 20011f1O月27日

2001年度年次報告 l月1日-12月1日 2002年3月15日

2002年度第1四半期報告 1 月1 自一3 丹肘附附3引叩1旧日 |片20∞0昨 4件叩叩月舵附2幻7

合には，四半期報告書について，公認会計士の

レビューを任意で受けている。一方， 日本の

「マザーズjに上場する会社は，四半期財務諸

表について，監査人による意見表明業務を受け

ることが義務づけられている。

〈資料:上海港集装箱株式会社 2002年度第

l四半期報告書〉に示したように，四半期財務

報告書は企業の概況，株式の保有状況，経営状

況の分析，経営状況の展望，財務諸表，縦覧書

類一覧および添付書類から構成されている O

L 企業の概況について

ここでは，企業の正式名称，登記住所，法定

代表者，連絡先，開示方式，報告書の閲覧，上

場取引所などを明記している口

2.株式の保有状況について

中国では，国有企業が民営化され，上場企業

に変身した例は少なくない。このため，上場企

業の大株主が国有株保有機関の代表者であるこ

とは珍しくない。ここには 会社の大株主と所

有者別状況が記載されている。日本の有価証券

報告書と同様に所有株式数の多い}II買に上位10位

程度を例挙している。

3.経営状況の分析について

会社の経営状況を分析するにあたって，経営

状況の概観，企業の投資状況，経営成績および

財政状態の三つに分けて行う。

特別規定第8項(三)によれば，会社の報告

期間内の経営成績および期末の財政状態を簡潔

に分析，説明する場合には，下記の内容を含ま

なければならない。

1) 経営成績について

① 売上高，売上総利益，当期純利益につ

いて，前年同期との比較およびその増減

原因の説明;

② 売上総利益，その他の営業収益，期間

費用，投資収益，営業外損益について，

前年同期との比較および税引前当期純利

益に対する比率，変動原因の説明;

③ 重要な季節的収入と支出，重要な非経

常損益など。

2) 財政状態について

売掛金，棚卸資産など主要な資産項目とそ

の構成比率，主要な変化と原因の説明;重要

な委託資金運用(原語，委託理財)，借入金

と貸付金の取引先，主要な取引金額および期

限;重要な延滞債務の金額，延滞期間，延滞

理由と返済予定日。

3) 偶発事象と後発事象

重要な訴訟，裁判の進行状況;重要な債務

保証および期限;重要な後発事象など。

4) その他

経営環境および政策・法規の変化によって

生じた会社の財務状態と経営成果に及ぼす重

要な影響;重要な資産取得および処分，企業

買収の進展状況など。

4.経営状況の展望について

今後の経営見通しなどを示す。

5.財務諸表について

四半期財務報告書には，要約連結貸借対照表

と要約連結損益計算書および注記が含まれてい

る(特別規定，第7項)。

要約貸借対照表には，流動資産，長期投資，

固定資産，無形固定資産およびその他の資産，

資産合計，流動負債，固定負債，少数株主持分

と株主持分，の項目を含む。上記のデータは年

初と報告期間末に分けて開示しなければならな

¥;¥ 一口

要約連結損益計算書には，主な売上高，売上

総利益，その他の営業収益，期間費用，投資収益，

営業外損益，法人税と当期純利益，の項目を含

む。上記のデータは報告期間と年初から報告知j

期間末までのものに分けて開示しなければなら

ない。前年同期のデータを開示する必要はない。
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6.縦覧書類一覧と添付書類について

ここで，閲覧書類がリストアップされている。

S杜の四半期財務報告書の最後は添付書類で

ある。特別規定，第10項によれば，損益計算書

と貸借対照表を添付すると規定されているが，

S社の場合は，親会社の単独のほか，連結損益

計算書と連結貸借対照表が開示されている。

一方，基準書では，中間財務報告書は，最低

限， (1)貸借対照表;(2)損益計算書;(3)キャッ

シュ・フロー計算書;(4)財務諸表注記を含ま

なければならないと定めているが(第 4項)，

S社はキャッシュ・フロー計算書の開示を行っ

ていない。

1V.むすび

以上，中国における上場企業の四半期報告開

〈資料〉

示の実態について，開示関連規定と開示例との

二つの側面から紹介してきた。上場企業四半期

報告の開示は，主に中国証監会から公布された

特別規定に従って行われていることを指摘した

が，個別会計基準「中間財務報告」が発効した

にもかかわらず，現段階では実務への適用が遅

れていることも事実である。

本稿では，個別会計基準「中間財務報告」と

「四半期報告の内容と様式に関する特別規定」

を説明し，開示例を紹介することにとどまって

いるが，中国における四半期報告制度の現状と

意義を明らかにするには，企業会計基準と中国

証監会が公布する特別規定の役割分担，位置付

け，法的強制力などについて，さらに詳細な分

析が必要となるが これらの問題に関する検討

は今後の課題としたい。

上海港集装箱株式会社

2002年度第 1四半期報告書

重要事項:当社の取締役会は，当該報告に記載される資料には，いかなる虚偽の記載や誤解を与えるような

陳述あるいは重大な脱漏がないことを保証する。同時に，その内容の真実性，正確性および健全性に対し，個

別および連帯責任を負う。当該四半期報告書の監査は未済である。

一.企業の概況

1.法定名称:

中国語:上海港集装箱股扮有限公司

英語:Shanghai Port Container Co.， Ltd 

英文略語 :SPCCO

2.企業登記住所:浦東新区港華路1299号

企業事務所住所:上海市軍工路4049号

3.法定代表者:陳成源

4.取締役会秘書:陸衛国

連絡先:上海市軍工路4049号

電話: (021) 5 6 4 4 3 5 7 8 

FAX: (021) 5 6 4 4 1 4 6 9 

E-mail: luwg@spcco.com 

5.企業指定情報開示新聞名称:r上海証券報』・『中国証券報』

上海港集装箱株式会社取締役会
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中国証券監督委員会に指定された四半期報告書開示ホームページ:

htt.p:/ /www.sse.com.cn 

第1四半期報告書の縦覧場所:取締役会秘書室

6.株式の上場取引所ゐ:上海証券取引所

株式の略称、:上港集箱

株式コード:600018 

二.株式の保有状況 (2002年3月31日まで)

報告書期間内に株式構成の変動はなし。

主要株主の株式保有状況

1.企業大株主の状況

順番 株主名称 当期期末所有数(附

1 港務局 678，400，000 

2 j司盛基金 1，441，075 

3 同益基金 9，708‘000 

東方国際 7，504，100 

。 金議基金 6，898，J02 

6 申銀万国 6、070，819

7 金泰基金 4，523，407 

8 理貨公可 3，461， 000 

9 tj毎外代 3，461‘000 

10 交通投資 3，461，000 

2. _t位10株主に関する説明:

保有数と総株数の対比率(%)

75.19 

1.70 

1.08 

0.83 

0.76 

0.67 

0.50 

0.38 

0.38 

0.38 

Vo1.42 No.2 

株式の性質

国有株

流通株

流通株

流通株

流通株

流通株

流通株

法人株

法人株

法人株

(1) 当報告期末まで，上海港務局の保有株式6億7840万株はすべて国有非流通株式で、あり，変動なしO

(2) 国家株主の代表者企業は上海港務局である。

(3) 当社の株式 5%以上を保有している株主は i二海港務局で、あり，株式の状況は良好である。

(4) 筆頭株主である上海港務局は，理貨公司を除き，他の大株主との関係はない。上海港務局は理貨公

司の関連当事者である c

株主の中では，上海港務局，理貨公司， J二海外イ'i;，交通投資は当企業の関連当事者であるが，他の会社は投

資者であるのその中， I司蒔基金 問益基金は長盛基金管理会社に属する。金護基金 金泰基金は国泰基金管理

会社に属する。

三経営状況の分析

経営状況の概観

2002年第 1四半期において，当社は，さらに集約式経営・ブロック式管理の改革を進め，企業の資源配置の

調整，原信!jコストの削減，管理効率の向 Uこ努めた。全従業員は祝祭日の多さや，異常気象など不利な状況を

克械し，経営業績の向上を達成した。 2002年 i月一 3月，当社は116.61万TEUのコンテナを出し入れ，増加

率29.34%，代理船舶量は1164万トン，増加率22.44%であり，代理コンテナ量は42.23]]'TEU，増加率
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8.20%であった。総売上高は5.29億元に達し，純利益は1.48億元であった。

(二)企業の投資状況

1.報告期内資金公募投資項目

報告期内資金公募投資項目はなし。

2.報告期内非公募資金投資項目

2001年12月4日に開催された第 1回取締役会第10次臨時会議の決議によって，当社は，大連港集装箱

株式会社の設立に関与し， 2002年2月20日に，現金出資の方式で469万元を出資した。取得株式数は320

万株，当該会社の総株式の 1%を占める。

(三) 経営成績および財政状態の簡略分析

1.経営成績の簡略分析

(1) 売上高，売上総利益，当期純利益の前年同期比較と増減原因 (単位:万元)

項 目 2002年1月一3月 2001年1月-3月 増 減

で7去'c 上 高 52，911.62 48，691.08 8.67% 

売上総利益 29，209.79 29，095.35 0.39% 

当期純利益 14，829.42 14，318.62 3.57% 

注:売上高が8.67%増加した主な原因:埠頭積出の増大。連結会社には，子会社上海集祥貨

運有限会社が加えられた。

売上総利益がわずか0.39%の増加にとどまった主な原因:外高橋埠頭支底の新埠頭の仮運行に伴い，

各種の設備，管理システム，コントロールシステムが調整段階にあったため，生産性が十分に発揮が

出来なかった。経営成績の不安定の中，生産設備投資と従業員の増加によって，コストの増加になっ

た。その他，連結会社に新しい子会社上海集祥貨運有限会社が加わったこともコストの増加につな

がった。

(2) 売上総利益，その他の営業収益，期間費用，投資収益，営業外損益の前年同期比較および税引前当

期純利益に対する比率，変動の原因 (単位:万元)

王人立1 額 対総利益比
項 目

2002年1月ー3月 2001年1月一3月 2002年1月町3月 2001年1月一3月

税引前当期純利益 25，527.83 120，308.03 

売上総利益 29，209.79 128，720.48 114.42% 106.99% 

その他の営業収益 665.52 400.15 2.61% 0.33% 

期 間 費 用 5，068.60 18，272.54 19.86% 15.19% 

投 資 収 益 722.72 7，471. 26 2.83% 6.21% 

営業外損益 -1.60 1， 988. 67 0.01% 1.65% 

注:埠頭の積出が増大したため 1月一 3月の売上総利益と税引前当期純利益の比率は前年同期より7.43%増加
し，期間費用の割合を増えた。第 1四半期の短期投資収益が低下し，特に大きな営業外支出もなかったため，

投資収益と営業外損益の割合が低下した。税引前当期純利益の主な源泉は営業業務である。

(3) 報告期間内において，重要な季節的な収入および支出はなし。重大な非経常的損益の発生もなし。

2.財政状態の簡略分析
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(1 ) 主要資産項目の変化および原因 (単位:万元)

I三iZ 額 総資産 と の対比率
項 目

3月 3月31日 2002年3月31日 2001年3月31日

Fε1s》bじ、 資 産 ，824. 771，955.14 

現金および預 156.126.55 179，444.36 20.07% 23.25% 

'τJ圭E二t 長ト 39，443.22 36，623.01 5.07% 4.47% 

棚 在日 資 2，066.76 1， 761. 23 0.27% 0.23% 

長 期 t支 33，774.60 32，651. 47 4.34% 4.23% 

回 疋~4 資 産 467，643.64 463，211. 48 60.12% 60.00% 

(2) 報告期内に当社は短期国債投資を行った。具体的な内容は2002年1月初日の『中国証券報j， ~上海

証券報』に掲載されている。コード番号:2002-001の会社公告。

(:5) 報告期内に，重大な返済滞納はない。

(4) 報告期内に，委託貸付金の発生はない。

3.偶発事象と後発事象

(1) 報告期内に，当社には重大な訴訟，裁判事件はない。

(2) 報告期内に，当社の子会社である上海集祥貨運有限会社が土海銀行から3，000万元，中国建設銀行

から4，000万元の資金を借入れ(期間 1年) 当社は担保を提供した。

(3) 報告期内に，重大な後発事象はない。

4.その他の重要事項

報告期内に，重大な関連取引はない。

四.経営状況の展望

(訳者:この部分では，企業の今後の目標が述べているが，訳文は省略。)

1i.財務諸表(監査未済)

ト) 財務会計報告書(連結)

1.貸借対!照表(略式)(2002年3月31日) (単位:万元)

項 目 期首残高 期末残高 項 日 期首残高 期末残高

流動資産 224，770.72 225，522.38 流動負債 185，761.44 169，768.69 

長期投資 32，651.47 33.774.60 固定負債 1…l 1. 724. 94 
回定資産 463 

l少竺数有型株者土塑持持分分F1」「|4竺I5弘5!ょJ949f33865ん1143十|1[ mπ 132J73981 7切0 無形資産および他の資産 51，321.47 50，883.38 所

資産合計 771，955.14 777，824.00 負積
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2.損益計算書(略式)(2002年1月-3月) (単位:万元)

項 目 報 圭Eヒコ 期

7τ全'c 上 高 52，911.62 

7亡ま'c 上 *長也与、 手リ 益 29，209.79 

その他の営業収益 665.52 

期 間 費 用 5，068.60 

投 資 ヰ又 益 722.72 

戸昆且. 業 タト 損 益 -1.60 

法 人 税 2，844.83 

当 期 来世 利 益 14，829.42 

(コ財務諸表注記

1.前年同期定期報告と比べ，当社が採用した会計方針，会計見積りおよび連結財務諸表の連結範囲に重

要な変更は生じていない。

2.当四半期報告書に適用された会計方針と年次財務報告書の会計方針に重要な差異はない。

3.連結財務諸表の作成方法

当四半期末の連結財務諸表の作成方法と連結範囲は前年同期報告と一致している。

六.縦覧書類一覧

1.代表取締役自筆署名付きの第 1四半期報告書。

2.法定代表者，経理業務主管責任者，経理部門責任者の署名と押印付きの財務諸表。

3.報告期内に，中国証監会に指定された新聞に公開したすべての書類の本文および公告用の原稿。

4.会社の定款。

添付書類:貸借対照表，損益計算書。

取締役:陳戊源

上海港集装箱株式会社

2002年4月27日
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企業名称:左海港集装箱株式会社

資 産 注記号

流動資産:

現金及び預金

短期投資

受取手形

未収配当金 3 

7zt 5 苦ト 金 4 

未収入 金 3 

f‘!乙日a 在、 金 6 

棚 長11 資産 7 

前払 費用 8 

短期貸付金

その他の流動資産

流動資産合計

長期投資:

投資有価証券 9 

長期貸付金 9 

長期投資合計

内合併差額連結に記入

国定資産:

有形回定資産 10 

減:減価償却累計額 10 

有形固定資産簿価

減:有形固定資産減損引当金 10 

有形回定資産純額

工程物 資

建設仮勘定 11 

固定資産処分

国定資産合計

無形資産及びその他の資産:

舞形資 産 12 

長期前払費用 l3 

その他の長期資産

J又ヰ土宇丘三，ヨ斗毛主
ヰニt 凸 -:t-' Pflll タR

貸 借対照表

2002年3月31日

末 残 高
行番号

社 連 結

151‘642，410.70 1，561， 265，461. 94 

262，473，539.01 262.473，539.01 

3 1，267，086.69 

4 l58，463，470.28 6，308，731. 72 

6 75，077，895.39 379，271，014.50 
，.， 
3，736，932.02 13，894，060.50 

8 1.100，000.00 5，631，800.73 

10 3噌396，937.57 20‘667，604.94 

11 2，335，452.64 4，444，452.61 

21 

24 

30 

31 

32 

39 2，102，027， 83l. 46 4 ，535，050，420.19 

40 175、694，195.16 788，696，288.16 

41 1.926，333，636.30 3.746，354，132.03 

42 4，858，558.01 

43 1，926，333，636.30 3.741，495，57-1.02 

44 

45 920，998，985.78 934，960守233.69

46 

50 2‘847，332，622.08 4，676，436，352.93 

51 232，353，578.33 

52 30，403，857.41 276.480，272.16 

53 

もア01.42 No. 2 

(金額単位:元)

期 首 残 古作司

親会社 連 。n'上11 

193，384，576.92 1 ，794，443，602.89 

57，526，242.45 57.526噌242.45

55，958.59 

338，463.470.28 6，308，731. 72 

51，300，628.93 342司915，216.06

3，468，250.71 23‘258，970.54 

750，000.00 758‘805.00 

3，010，569.67 17，612，265.58 

1，047‘751. 85 4，827.449.36 

19 

1，638，864寺526.28 326 ，359 ，267 . 58 

155，396.00 155，396.00 

1，639，019，922.28 326，514，663.58 

-112，777 ，535.59 

2.054月169，815.46 4，476，097 ，51l. 79 

150，287，870.76 735，603，696.29 

1， 903，881， 944.70 3，740，493，815.50 

4，858，558.01 

1，903，881，944.70 3，735，635‘257.49 

877‘280‘13.3.30 896，479，590.40 

2，781，162，078.00 114‘847.89 

475.650.079.40 

31. 331.435.06 37，564 ，624.69 

31，331，435.06 513，214，70ι09 

5， 100，464，926. 15 .75 
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1王 11 期 末 残 高 期 首 残 高
負債・所有者持分

記号 番号 親会社 連 結 親会社 連 結

流動負債:

短期借入金 14 61 420，000，000.0。447，000，000.0。420，000，000.00 447，000，000.00 
支 払 手 形 62 

貝 掛 金 15 63 2，125，629.70 158，190，927.17 1， 703， 19l. 70 153，607，216.72 

前 戸}ι• 金 16 64 757，967.60 150，836，067.34 181，353.30 153，146，557.19 

未 払 給 料 65 3，000，000.0。104，690，872.66 117，417，416.20 

未払福利費 66 830，985.50 290，392，054.05 1，138，547.61 249，033，374.20 

未払配当金 17 67 202，154，738.56 382，154，738.56 

未 払 税 金 18 68 4，520，960.07 34，421，625.31 3，161，929.72 29，793，694.49 

未 払 五八 19 69 69，669.63 22，737，370.32 74，509.95 1，040，506.23 

預 t豆~ 20 70 87，989，302.61 253，930，172.50 79，359，132.44 307，899，799.02 

未 払 費 用 21 71 6，660，218.22 33，333，084.32 476，606.72 14，921，083.64 

一年以内返済長期借入金 22 78 1， 600，000. 0。
流動負債合計 80 525，954，733.35 1，697，686，912.23 506，095，271.44 1，857，614，386.25 

固定負債:

長期借入金 81 

社 債 82 

長期未払金 23 83 17，249，346.38 18，186，082.09 

固定負債合計 87 17，249，346.38 0.00 18，186，082.09 

負債合計 90 525，954，733.35 1，714，936，258.61 506，095，271.44 1，875，800，468.34 

少数株主持分 91 1，327，917，018.27 1，249，381，334.70 

所有者持分:

資 本 玉人江 24 92 902，200，000.00 902，200，000.0。902，200，000.0。902，200，000.00 
資本剰余金 25 93 2，660，967，829.22 2，660，967，829.22 2，660，967，829.22 2，660，967，829.22 

利益剰余金 26 94 301，621，567.03 409，070，626.32 301，621，567.03 409，070，626.32 

内:法定公益準備金 26 95 79，991， 006.10 91，254，033.09 79，991，006.10 91，254，033.09 

減:未確定投資損失 96 

未処分利益 27 97 870，597，285.76 763，148，226.47 729，580，258.46 622，131，199.17 

所有者持分合計 99 4，735，386，682.01 4，735，386，682.01 4，594，369，654.71 4，594，369，654.71 

負債・所有者持分合計 100 5，261，341，415.36 7，778，239，958.89 5，100，464，926.15 7，719，551，457.75 
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損益計算書

企業名称:上海港集装箱株式会社 2002年度 (金額単位:元)

い 百 kli ml年度 斗-巴月 3月 200吐 3月
|明 記号 j杏百î\!~t:1: iI iffi 寸-親会社 i 連結下一五五~i--l 五五一

卜.売上高 11547.816，969.6612.138.473，790.451106.280，613.871486，910，751.001147.883.051.621529，116，191.: 

i 成:売上原価 2 I 206，913，266. 64 1 7 町 ，684 . 58 i 39 . 2:‘ .23 I 180， 、 .421 56，173，675.52 I 220 
i 営業税金及び附金.1 I 31 19.948，497.641 69‘763，257.04 i 3.854.477.89! 15，385，198.931 5、277，378.81116，901，638.' 

に.売利益 4 ¥ 320，955.205.38川，287ι悦，848.83163.191，060.751 290，953‘474.651 86，431.997.291292，097，898.' 

1 JJO:その地の営業収益126 i 引 4‘001.534.541 4.001，534.541 262，885.201 280，066.221 6.655，239.13 i 6，655，239. 

I i配管理費用 I 71 78，573，275.261 2日.808，759.04I 15，088，271.581 46，939，864.川19.661.142.7915i 

i 財務費用 251 8 i 9，428.430.441 -31，083，353.211 1，891，493.831-1仏 、沼.28i 4，155，043.381 

!三営業利益 10 i 236，955，034.22い，108，480.977.54I 46，474，180.日 255，155.984.36169，271.050.25 i 248.067，110. 

i 加:投資収益 271 11 46l，958，914.111 74，712，619.981 95.484，868.251 5，663，300.161 8ふ354J8791! 7922751 

1 営業外収益 1 281 131 1，602，004.521 21，866.453.82 i 17，990.00 I 17.99C以川 i 

l減:営業外費用 1 29 I 14 I 49、291.08 1， 1，979，730.92 1， 

l瓦日目的ι ↑-百一両~6~66U7T1j03馴示羽 14 1.97示五7…f工γ
I i成:法人税 i 1 1引 30，473，476.311 103，414，023.8川 、 ー825.5引 ，635，931.471 10，6 リ
l 少数株主損益 I ! い393，959，688.36 一一 90，015，160.511 I 78，535，683 

11i.当期純利益 i い20・11 669.993，185.46 冗5，706，608.251135，003，213.20I 143，186，182.54 i 141，017，027.30リ148，294，227.: 

l力0:前期繰越利益 2 1160，悌6，050.82I 62，985，612.501160，086，050.8引 62，985，612.50 1 729，580，258ι61622，131，]99. 

りi.当期未知押溢 8I 830，079，236.28 I 768，692，220.75 I 295，089，264.02 I 206，171，795.04 I 870，597，285.76 I 770，425，427.1 

i時去定利益準備金 9166，999，318.55 礼295，894.651， I 8，180， 釦 | 

i 法定公益準舗金 10I 33，499，659.271 36，397，812.581 一

| 従業員奨勅績立金j 川 11 35，713.422.791 8，182，969.3川 匂 | 

十七.当期可処分利益 161729，580，258.461 622，285，090.731295，089，264.021 189，807，856.36 i 870，597ぅ285.76げ63，148，226.

|減減:任意積立金 181 153，891.56 i 

日両工一川両伊日出i干7J295，坦02 870，而76 148，226. 

市山一一一一一一一
仲間積り変更による利益増減額 ) 山，719.9引 5，611，719判
出所:中国証券監督管理委員会のホームページ http://www.sse.com.cn 

(受理 2002年7月10日)


